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平成18年4月1日
17生文振企第775号
平成19年4月2日改定
18生文振企第771号
平成21年4月1日改定
20生文振企第794号
平成22年4月5日改定
21生文振企第864号

（趣旨）
第1　この要綱は、東京都美術館条例（以下「条例」という。）及び東京都美術館条例施行
規則（以下「規則」という。）に定めるもののほか、東京都美術館（以下「館」という。）の運営
について必要な事項を定めるものとする。

（使用の申請－規則第3条関連）
第2　館の指定管理者（以下「指定管理者」という。）は、条例別表に定める館の施設を使
用しようとする者から、使用申請書及び必要に応じて附帯設備使用申請書（以下「使用申
請書等」という。）を提出させるものとする。ただし、公募展示室及びギャラリーの使用
を申請できる者は、次の(1)又は(2)に定めるものとする。
(1)東京を主な拠点とし、全都又は全国的な規模で、創作美術品の一般公募展を主催す
る団体で、次のアからエまでの要件を満たす団体であること。
　　  ア　団体主催の公募展覧会を実施した実績があること。
　　  イ　団体の意思決定や運営に関する規定が明確であること。
　　  ウ　団体の収支決算が明確であること。
　　  エ　団体の活動（事業）が、館の基本的使命に合致したものであること。
(2)美術の振興又は国際文化交流のため、美術に関する展覧会を主催する団体で、指定
管理者が特に認める団体であること。
2　使用申請書等の受付時間は、開館日の午前9時30分から午後5時30分までとする。
ただし、必要に応じて変更できるものとする。

（使用承認－規則第4条関連）
第3　規則第4条に規定する使用の承認については、次により行うものとする。
1　公募展示室及びギャラリー
(1)審査
　使用申請書等を受け付けたときは、団体の運営力・実績及び東京都美術館の基本的
使命との合致度等の審査基準により、指定管理者の設置する審査委員会が、毎年度
団体の審査を行うこととする。ただし、初年度の審査結果を、2年目から5年目まで
の審査に使用することができる。

(2)使用割当
　    上記(1)に定める審査に基づき、館が会期及び展示室の使用割当を行うものとする。
(3)使用承認
　指定管理者の設置する運営委員会への付議を経て、使用の承認を決定し、使用承認
書及び必要に応じて附帯設備使用承認書を交付するものとする。

2　搬入出審査室、搬入出倉庫、展覧会事務室、作品収納室
原則として、公募展示室又はギャラリーの使用に伴う場合に限り使用の承認をすること
ができる。
3　企画展示室
(1)企画展示室を使用しようとする者からは、使用申請書及び任意の様式の使用計画書
の提出を求めるものとする。
(2)使用申請書は、使用計画が以下の内容であるときに限り、これを受け付けるものと
する。
　    ア　館の設置目的に合致する展覧会等の開催
　    イ　アの企画に附帯する展示準備及び撤去等
(3)使用申請書を受け付けたときは、館の事業計画及び安全性に十分配慮して使用承認
を決定するものとする。
(4)一般来館者を対象とした企画で使用する場合は、展示準備及び撤去の日を除き、館
の開館時間及び入館時間にあわせて行うこととする。
4　講堂及びスタジオ
(1)原則として、使用申請書の申込みの先着順により使用者を決定する。ただし、同時
に申請があった場合には、抽選により決定する。
(2)同一者による講堂又はスタジオの使用日数は、原則として4日を限度として承認す
る。ただし、東京都及び指定管理者が主催する企画に使用する場合は、この限りではない。

5　その他の施設
(1)原則として、公募展示室、企画展示室、講堂又はスタジオの使用に伴う場合に限り
使用の承認をすることができる。
(2)使用の承認に当たっては、館の事業運営及び安全性に十分配慮してこれを行うもの
とする。
(3)その他の施設を使用しようとする者からは、原則として、公募展示室、企画展示室、
講堂又はスタジオの使用申請書と同時に、その他の施設についての使用申請書の提出を
求めるものとする。
6　附帯設備
施設の使用に伴う場合に限り使用の承認をすることができる。

（施設等使用の不承認基準－条例第3条関連）
第4　条例第3条第2項第4号の規定により館の施設及び附帯設備（以下「施設等」とい
う。）の使用の承認をしないことができる場合とは、次の場合をいう。
(1)館の設置の目的に反すると認められるとき。
(2)実施する事業が公序良俗に反し、又は施設等を損傷・滅失させる恐れがあると認め
られるとき。
(3)実施する事業が特定の政党・宗教を支持し、又はこれに反対する等、政治・宗教活
動をするためのものと認められるとき。
(4)実施する事業が専ら営利を目的としたものであるとき。
(5)東京都又は指定管理者の事業を行うために必要であると認められるとき。
(6)その他指定管理者が不適当と認めるとき。

（利用料金額の承認基準－条例第4条関連）
第5　条例第4条第2項の規定により、利用料金の額を承認する基準は次のとおりとす
る。
(1)条例の規定に反しないものであること。
(2)原価又は類似の施設の料金と比較して著しく高額又は低額でないこと。
(3)料金の区分が合理的であり、必要以上に細分化されるなど利用者にとって複雑なも
のとなっていないこと。
(4)指定管理者の経営上必要と認められること。

（利用予納金の承認基準－条例第4条、規則第6条関係）
第6　利用予納金の徴収については、次の(1)及び(2)に該当するときにこれを承認する
ものとする。
(1)類似の施設と比較して著しく高額でないこと。
(2)使用を申請した者に対し、著しい不利益を課すものでないこと。

（施設等の変更禁止－条例第8条関連）
第7　条例第8条ただし書の規定により施設等に特別の設備をし、又は変更を加えられ
る場合とは以下の(1)から(3)までのすべてを満たす場合に限る。
(1)施設等の造作により、美物館の施設・設備等に危険が及ぶ可能性がないこと。
(2)施設使用後、容易に原状回復が可能であること。
(3)電力を使用する場合は指定管理者が別に定める料金を納めること。
2　1の場合において、使用者は施設等の造作を必要最小限にとどめるとともに、変更
に当たって指定管理者の指示に従わなければならない。

（損害賠償の減免基準－条例第11条関連）
第8　条例第11条ただし書の規定により損害賠償額を減額又は免除することができる
場合とは、次のような場合をいう。
(1)人命救助のためになされた場合
(2)不可抗力による場合

（入館の制限基準－条例第12条関連）
第9　条例第12条第2号の規定により館の管理上支障があるため入館を禁じ、又は退館
を命ずることができる場合とは、次のような場合をいう。
(1)施設備品及び展示資料を破損したり、施設内に落書きをしたりしようとする場合
(2)危険物を持ち込もうとする場合
(3)公序良俗に反する行為がある場合

（遵守義務）
第10　指定管理者は施設等を使用する者に、次の事項を守らせなければならない。
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(1)条例、規則及び本要綱に定める事項を遵守すること。
(2)壁、柱、窓、扉等に、ポスター、看板、旗、懸垂幕その他これらに類するものを掲
げ若しくは貼り付け、又は文字等を書き若しくはくぎ類を打たないこと。
(3)危険又は不潔な物品、動物等を持ち込まないこと。
(4)火気を使用しないこと。
(5)所定の場所以外で飲食又は喫煙しないこと。
(6)寄付金品の募集又は物品・飲食物等の販売提供をしないこと。
(7)騒音、怒声を発し、暴力を用いる等他人に迷惑を及ぼす行為をしないこと。
(8)使用を承認されていない施設等を使用したり、それらに立ち入らないこと。
(9)収容人員を超えて観客等を入場させないこと。
(10)入場者の安全確保と鑑賞環境の保全の対策を講ずること。
（11）使用に当たって必要な場合は、期日までに関係諸官庁等へ必要な届出を行い、そ
の許可証を指定管理者に提示すること。
(12)指定管理者がいつでも連絡を取れるよう所在を明らかにしておくこと。
(13)その他指定管理者が配置する係員の指示に従うこと。

（指定管理者）
第11　指定管理者は、使用者に対し館の適正な運営のために必要な指示をすることが
できる。
2　指定管理者は、この要綱の施行について必要な項目及び館の管理運営に必要な項目
について規定を定めることができる。

附則
この要綱は、平成18年4月1日から施行する。
附則
この要綱は、平成19年4月2日から施行する。
附則
この要綱は、平成21年4月1日から施行する。
附則
この要綱は、平成22年4月5日から施行する。




